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はじめに
文部科学省は教育の情報化の一環として2020年代ま

でに子ども達に１人１台の情報端末環境の整備を目指し
ている。文部科学省の「学校のICT化サポート体制の在
り方に関する検討会」が平成20年７月に取りまとめた
「学校のICT化のサポート体制の在り方について―教育
の情報化の計画的かつ組織的な推進のために―」（文
部科学省、2008）によると、平成18年度に文部科学省
が実施した「地域・学校の特色等を活かしたICT環境活
用先進事例に関する調査研究」のアンケート調査では、
「授業におけるICT活用が進まない理由」として「活用
をサポートしてくれる人（同僚、専門家）がいない」と
回答している学校が約７割に達していることから、ICT
活用をサポートする人材への期待が高まっていると述
べている。また、ICT支援員に求められる機能について、
「授業のほか、教員研修や校務にわたって、教員と相談
したり依頼を受けたりしながら、また、学校からの要望
も受けながら、ICT活用の支援を行うことである。」と
述べている。文部科学省の「学びのイノベーション事業
実証研究報告書」（文部科学省、2014）では、ICT支援
員の配置や地域における専門的な知識・技術を有する人
材の活用、広域的なヘルプデスクの設置などの外部の
専門的なスタッフを活用する必要性を述べている。ICT
支援員が学校で行うサポート内容に関する中川らの調
査（中川、2015）では、ICT支援員の活動はICT機器や
ソフトウェアの設定などのICT環境に関わる技術的なサ
ポートが最も多く、学校全体でICT活用に取り組むよう
になっていくにつれて、授業で使用する教材や資料の作
成、授業計画段階からのサポートなども必要になってい
くと述べている。下田らは、教師文化の視点を導入して
ICT支援員と教師の関係性を整理し、ICT支援員の役割
として実践効果の測定とデータ化、教師へのフィード

バックが重要になると述べている（下田、2013）。酒
井らの研究（酒井、2016）でも、ICT支援員に対して、
ICT活用の知識に長けているということに加えて、教員
とよりよい関係を築いたり、子どもとうまく接したりす
る能力や学校での授業に関する基礎知識を有しているこ
となどが求められてくると述べている。

筆者らは平成28年度から29年度に渡って、山口大学
と防府市教育委員会のICT活用教育に関する共同研究プ
ロジェクトにおいて、防府市のＡ小学校、Ｂ中学校、Ｃ
小学校の３校でICT支援員として活動した。以降、本稿
では、１章でICT支援員の活動について説明する。その
後、２章でICT支援員の活動を通して見えてきたICT活
用の課題とその解決方法について述べる。そして、３章
で１人１台の情報端末環境における支援体制について述
べる。

１．支援活動について
１．１．支援の概要

筆者らがICT支援員として活動した学校は、山口県防
府市のＡ小学校、Ｂ中学校、Ｃ小学校の３校であり、Ａ
小学校とＢ中学校は小中一貫校、Ｃ小学校は小規模特認
校である。この３校では平成27年度よりタブレット端
末（Apple社iPad）を10台～20台導入し、それらを活用
した授業実践の取組みを行ってきている。筆者らは、１
校当たり２週間に１～２回程度の頻度で学校を訪問し、
タブレット端末のメンテナンスやICT活用授業の支援、
授業で活用できそうなアプリの提案などの支援を行っ
た。学校に訪問する日時や支援内容については、チャッ
トワーク（ChatWork、https://go.chatwork.com/ja/）を
利用して、各学校のICT担当教員と事前調整を行った。
チャットワークは、クラウド型のビジネスチャットツー
ルであり、チャット以外にもファイルの共有やタスク管
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理の機能が備わっている。このようなチャットツールは、
メールよりも過去のやり取りを見返しやすく、やり取り
を他の関係者も確認しやすいという利点があり、柔軟な
支援の実現には不可欠なツールであると考える。

支援活動の方針を定めるために、支援開始前にＡ小学
校及びＢ中学校の教員を対象として、タブレット端末を
使ってどのようなことをしたいと考えているのかを調査
する事前アンケートを行った。次節でこのアンケートに
ついて述べる。

１．２．アンケート調査
Ａ小学校及びＢ中学校の教員を対象として、支援開始

に先立って、ICT機器を使ってどのようなことをしたい
のか、タブレット端末にどのようなことを期待している
のかを調査するアンケートを行い、そこで出てきた様々
な要望に対して、対応が可能なものについては解決策を 
提案した。表１は、支援活動開始前に寄せられた要望と
それに対する提案、及び、要望が漠然としている場合に
は要望に関する質問をまとめた表である。事前に寄せら

表１　支援活動開始前のアンケート
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れた要望の中には、ICT機器やタブレット端末を使用す
るだけでは実現が難しそうなもの、タブレット端末に標
準搭載されたアプリで簡単に実現できそうなもの、専用
アプリがあれば対応できそうなものなど様々なレベルの
ものが含まれている。このことから、授業でのICT活用
の具体的なイメージができていない段階では、ICT支援
員に対する要望も適切に伝えることが難しいことが分か
る。

表２は、支援活動を開始後に教員から寄せられた要望
とそれらへの対応をまとめた表である。表１の支援活動
開始前の要望は抽象的な内容が多かったが、表２の支援
開始後の要望は具体的なものが多く含まれる。ICT機器
の活用に積極的な教員が具体的な要望を寄せているとい
う側面もあるが、要望の内容からも授業でのICTやタブ
レット端末の活用の具体的なイメージが持てていること
が読み取れる。
１．３．活動内容の詳細

支援活動の開始時に想定していた支援内容は、①タブ
レット端末のメンテナンス、②授業中の教員または児童
生徒へのサポート（タブレット端末やアプリの操作が分
からない児童生徒への個別対応など）、③ICT機器の活
用法やアプリの紹介、④授業準備段階での教員への支援
（ICT機器やアプリの操作説明など）、⑤ICT機器のト
ラブルへの対処の５つであった。実際の支援では、上記
の５つに加え、教員を対象とした校内研修の実施、教員

に代わって児童へのタブレット端末及びアプリの使い
方の説明も行った。なお、実際の支援活動の期間は平
成28年11月～平成30年３月で、延日数は28年度が23日、
29年度が24日であった。

活動における支援を整理してまとめたものを表３に示
す。表３は、支援件数を支援内容の種類、年度、学校毎
に整理したものである。なお、支援内容の種類は、中
川らの調査（中川、2015）で用いられた分類項目の表
（表４）に基づいて整理している。３校とも平成28年
度、平成29年度の両方で項目Ｃ（機器に関するトラブ
ルシューティングやメンテナンス）の件数が最も多かっ
た。表３の項目Ｃの括弧内の数は、タブレット端末の
OS及びアプリのアップデート作業の件数であり、平成
28年度のＢ中学校を除いて項目Ｃの件数の半分以上を
占めている。平成28年度は平成29年度に比べ活動する
期間が短いにもかかわらず、タブレット端末のOS及び
アプリのアップデート作業のための訪問回数にほとんど
差がなかった。これは、平成28年度は平成29年度に比
べて３校ともインターネット回線が安定せず、また、複
数のタブレット端末をまとめてアップデートできる環境
が整っていなかったために、アップデート作業を２回の
訪問に分けて行うことがあったためである。Ａ小学校、
Ｂ中学校、Ｃ小学校で導入されているタブレット端末
（iPad）のOSアップデートの作業の流れは次の通りで
ある。

表２　支援活動開始後に寄せられた要望や相談
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表３　年度別の支援内容毎の件数

表４　分類項目表
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①　iPadを起動し設定アプリを立ち上げる
②　 アップデートファイルのダウンロードとインス

トールを行う
③　iPadの再起動後に更新の確認や設定を行う

平成28年度は、インターネット回線が安定しなかっ
たため、アップデートファイルのサイズが大きいとダ
ウンロードに１台当たり10分以上かかることがあった。
また、２台以上同時にダウンロードを行おうとすると、
１台当たりのダウンロードにかかる時間が増え、１台ず
つダウンロードする場合よりも効率が落ちてしまってい
た。そのため、１台目のアップデートファイルのダウン
ロードを行い、１台目のダウンロードが終ったら２台目
のアップデートファイルのダウンロードを行う。そして、
２台目のダウンロードが終わったら３台目のダウンロー
ドを行うというように、１台ずつアップデートを行わな
ければならなかった。本来、アップデート作業は本体の
設定から簡単に行うことができ、ほとんど自動で完了す
る。しかし、本体のロックにパスコードを設定している
と、アップデート開始時とアップデート後の再起動時に
パスコードの入力が必要になったり、再起動後にiCloud
の設定やApple IDのパスワードの入力をしたりしなくて
はならないことがある。また、アップデート前にはバッ
テリーの残量を確認したり、アップデートが正常に完了
しているか確認したりしといったことは手動で行わなけ
ればならない。この様な、単純ではあるが人の手を介さ
なければならない手順が原因となり、アップデートに時
間がかかり、１回の訪問時間内で全てのタブレット端末
のアップデートを終えることができず、タブレット端末
のOS及びアプリのアップデートのための訪問件数が増
加した。平成29年度は、インターネット回線が安定す
るようになったため、２、３台同時にアップデートを行
えるようになり、１回の訪問時間内で全てのタブレット
端末のアップデートを終えることができるようになった。

次に、授業での指導者及び学習者に対する支援（項
目Ｅ、Ｆ）の件数の変化について述べる。Ａ小学校は、
平成28年度は項目Ｅが０件、Ｆが２件であったが、平
成29年度は項目Ｅが５件、項目Ｆが６件と両項目の件
数が増えた。これは、平成29年度は平成28年度に比
べＡ小学校で活動する機会が増え、それに伴い授業支
援の依頼が増えたからである。また、平成29年度にＡ
小学校では、授業支援アプリのロイロノートスクール
（https://n.loilo.tv/ja/）を導入し、授業で利用していく
ことになり、その授業での支援が必要になったことが授
業支援の依頼の増加につながったと考えられる。Ａ小学
校での指導者に対する授業支援では、教員の手元をiPad
のカメラで撮影したり、テレビにiPadの画面が映せなく

なるトラブルに対処したりした。Ａ小学校での学習者に
対する授業支援では、３年生の総合的な学習の時間に、
ロイロノートスクールを使いプレゼンテーションを作る
という授業で、児童に対してロイロノートスクールの使
い方を説明したり、iPadのブラウザアプリを使い画像を
検索して保存する手順を説明したりした。

Ｂ中学校は、項目Ｅの指導者に対する授業支援として、
電子黒板の操作が分からないときのサポートやiPadやア
プリの動作がおかしくなるなどのトラブルへの対処を
行った。項目Ｆの学習者に対する授業支援としては、ロ
イロノートスクールを用いたプレゼンテーション作成作
業の支援を行った。さらに、Ｂ中学校では授業の振り返
りシートをiPadで作成して、生徒が一人ずつシートを印
刷しそれを教室内に掲示するという取組みをしており、
プリンタを導入した平成28年度は印刷補助を含めて4件
の支援を行った。指導者がアプリや機材の操作に慣れて
きた29年度は、これらの支援は特に求められなかった。

Ｃ小学校では、項目Ｅ、Ｆの件数が平成28年度は１
件ずつ、平成29年度は項目Ｅが０件、項目Ｆが２件で
あった。Ｃ小学校ではiPadの扱いに慣れた教員がiPadを
使う授業を担当しており、通常の授業では支援の必要が
なかった。しかし、平成28年度に防府市のＤ小学校と
Skypeを利用した遠隔授業を行い、平成29年度にはプロ
グラミングの授業を２回実施した。これらのような先進
的な取組みがなされたときにだけ授業支援が求められた。

項目Ｓ（授業におけるICT活用研修）については、平
成29年度にＡ小学校、Ｂ中学校、Ｃ小学校でそれぞれ
１件実施した。これは、各学校でロイロノートスクール
を利用していく予定で、学校側から研修実施の依頼が
あったためである。

２．支援を通して見えてきた課題
Ａ小学校、Ｂ中学校、Ｃ小学校でのICT支援活動を通

して見えてきた学校におけるICT活用の課題について、
ICT機器の管理、授業における支援、授業でのICT活用
の３つの視点から述べていく。
２．１．ICT機器管理の課題

ICT機器の管理での課題としては、以下の２つが顕著
に表れた。

①　 タブレット端末のOSやアプリのアップデートな
どのメンテナンスによる教員の負担の増加

②　 タブレット端末で撮影した写真や動画、授業の製
作物のデータの管理及びそれらのバックアップ

まず、タブレット端末のOSやアプリのアップデート
などのメンテナンスによる教員の負担の増加について
述べる。Ａ小学校、Ｂ中学校、Ｃ小学校で使用してい
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るiPadは、OSのアップデートが月１回のペースで公開
される。このOSのアップデートには、セキュリティの
アップデートが含まれているため、毎回アップデートを
行うことが望ましい。１台当たりにかかる時間は、アッ
プデートのサイズやインターネット回線の状態によっ
て異なるため、１台当たり10分以内で終わる場合もあ
れば、10～20分ほどかかる場合もある。平成28年度は
Ａ小学校及びＢ中学校とＣ小学校のインターネット回線
が安定せず、また、アップデートを１台ずつ行わなけれ
ばならなかったため、アップデート作業だけで２時間
かかることもあった。平成29年度のインターネット回
線の状態は、平成28年度に比べ改善したが、それでも
２、３台同時に行うのが限界で、１時間程度は必要だっ
た。これはOSのアップデートに限らず、アプリのアッ
プデートでも同様であった。また、Ａ小学校及びＢ中学
校とＣ小学校のiPadの管理には、MDM（Mobile Device 
Management）やApple Configurator2＊1が採用されてい
ないため、アップデートを1台ずつ手動で行わなければ
ならなかった。

iPadの場合、Apple Configurator2を用いることで
アップデートのダウンロードは１回で済み、数台を同
時にアップデートできるので作業の時間短縮に繋がる。
Apple Configurator2は、何十台ものデバイスの管理が同
時に行えるApple社が提供する無料のアプリであり、使
用するにはMacが必要となる。また、アップデートの完
了の確認やアップデート後の設定は手動で１台ずつ行う
必要があることには変わりがない。このタブレット端末
のアップデートは多くの時間と手間がかかるため、教員
が行うことは現実的に難しいと考えられる。今回の活動
のようにICT支援員が教員の代わりにタブレット端末の
メンテナンスを行うことで、教員の負担を軽減すること
ができるが、ICT支援員がメンテナンスを行う場合でも、
メンテナンスを効率よく行える手段がないと、授業の支
援や授業案の相談といったことにかかわるための時間が
確保できなくなる恐れが大きい。そこで、MDMで管理
できるモデルを選択する、Apple Configurator2のような
複数の端末のメンテナンスが同時に行える手段を導入す
るなど、タブレット端末のメンテナンスを効率よく行え
る環境を整備しておく必要がある。これらには、業者と
の契約やMacの購入などのコストが生じるが、タブレッ
ト端末の円滑かつ安全な利活用には必要不可欠である。

次にタブレット端末で撮影した写真や動画、授業の製
作物のデータの管理及びそれらのバックアップについて
の課題を述べる。支援活動の期間中、Ａ小学校、Ｂ中学
校、Ｃ小学校では、iPadで撮影した写真や動画を学期末

または年度末に削除するのか、外部ストレージに移動す
るのか決めていなかった。そのため写真や動画によって
タブレット端末のストレージが消費されてしまっていた。
iPadのデータのバックアップについても、バックアップ
を行うのか行わないのか、バックアップを行う場合にど
の程度の頻度で行うのかなどについて決まっていなかっ
た。バックアップは何らかの理由でiPadを初期化した後
にデータを復元する際に必要になってくる。iPadの場合、
充電されインターネットに接続されている状態であれば
自動的にiCloud Driveにバックアップが行われるが、無
料で使用できるiCloud Drive容量は５GBしかなく、どの
データをバックアップするのか設定されていなかったた
め、データサイズの大きい写真や動画までバックアップ
され、最新のバックアップが長期間作成されていない状
態になっていた。

そこで、写真や動画、授業の製作物等のデータを残す
のか残さないのか、残すのであればどこに、どのような
手段で、どのくらいの頻度で作業を行うのかについて、
タブレット端末を導入するに当たって決めておく必要が
ある。また、OSのイメージやアプリを含むタブレット
端末全体のバックアップについても、同様のことを検討
しておく必要がある。さらに、写真や動画、製作物の
データ、タブレット端末のバックアップなどをクラウド
に保存する場合には、どのようなデータはクラウドに保
存してよいのかというプライバシーポリシーを定めてお
くことが重要となる。
２．２．授業支援を行うに当たっての課題

ICT支援員が授業の支援を行うに当たっての課題は次
の通りである。

①　 授業の支援を行うためには、ICT支援員が学校に
おける児童・生徒の指導について理解しておく必
要があること。

②　 児童生徒に頻繁に利用するICT機器やアプリの使
い方を練習する機会を設けること。

Ａ小学校では、教員の代わりにICT支援員がiPadやア
プリの使い方を説明しながら授業の進行をすることが
あった。これは、教員よりもICT支援員の方がiPadやア
プリの使い方を詳しく知っているためであるが、タブ
レット端末やアプリの使い方や活用方法を児童に説明す
るためには、それらを知っているだけでなく、対象に応
じた指導（説明）の方法について理解しておくことが必
要となってくる。今回の取組みでは、筆者ら教育学部に
所属する学生が支援を行っていたため、この点は問題に

＊1　https://itunes.apple.com/jp/app/apple-configurator-2/id1037126344?mt=12
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ならなかったが、一般的には、ICT支援員の養成におい
て、支援対象の児童生徒に応じた指導に関する基礎的な
知識の研修プログラムが必要となる。

また、今回の取組みで支援に入った学校は、いずれも
１学級の児童数が少なかったため、アプリや文字入力な
どの操作につまずく児童に個別に対応しても授業の流れ
が止まることはなかった。しかし、通常規模の学校にお
ける１人１台情報端末の環境では、個別対応では対処し
きれなくなり、授業の流れを止めてしまう可能性が高い。
円滑な授業実践のためには、タブレット端末の基本的な
操作や授業でよく使用するアプリの使い方などをあらか
じめ習得させておく必要がある。しかし、そのための時
間確保が難しいという問題もある。
２．３．授業におけるICT活用の課題

授業におけるICT活用の課題として次のことが挙げら
れる。

①　 タブレット端末を活用している教員とそうではな
い教員の差が大きいこと。

②　 導入したICT機器がほとんど使われないままに
なっていること。

①タブレット端末を活用している教員とそうではない
教員の差が大きいことについては、その原因として次の
ことが考えられる。１つ目は、タブレット端末の使い方
が分からないため授業で使おうと思っても使えないこと
である。２つ目は、タブレット端末の使い方は分かるが
実際の授業でどのように活用すればよいのか分からない
ことである。３つ目は、タブレット端末の使い方や活用
方法も理解しているが、タブレット端末を使う必要性を
感じていないことである。

１つ目のタブレット端末の使い方が分からないため授
業で使おうと思っても使えないという教員に対しては、
ICT機器の使い方を身に付けるための研修を実施だけで
なく、ICT支援員による継続的な支援が必要となってく
る。Ａ小学校及びＢ中学校では、業者から機器やソフト
ウェアの使い方の説明会が行われたが、実際に授業で使
おうとしたときには、何ができるのか、これをするには
どうすればよいのか忘れてしまったという意見があった。
そのため、研修後も必要に応じてICT支援員が支援に入
ることが必要になってくる。

２つ目のタブレット端末の使い方は分かるが実際の授
業でどのように使えばよいのか分からないという教員に
対しては、授業での活用方法についての研修を実施した
り、活用方法の事例を紹介したりすることが必要である。
また、授業の計画段階でICT支援員が相談に乗りアドバ
イスをするといった支援も必要である。

３つ目のタブレット端末の使い方や活用方法を知って
いるが、タブレット端末を使う必要性を感じていないと
いう教員に対しては、次のことが必要になると考えられ
る。一つは、タブレット端末を使うことによって学力に
どのような影響を与えるのかデータを用いて説明するこ
とである。タブレット端末の維持コストや授業準備の手
間がかかり、学力の向上に繋がるのか分からないという
のであれば、教員も積極的にタブレット端末を使おうと
はしないだろう。もう一つは、タブレット端末を使うこ
とによってどんなことが可能になり、どういうメリット
があるのかを説明することである。

②の導入したICT機器がほとんど使われないままに
なっていることの原因としては、実際に授業で使ってみ
て扱いにくい、安定して使えない、必要性を感じないと
いう点が挙げられる。例えば、Ａ小学校及びＢ中学校
では、iPadの画面を無線でテレビに投影することができ
るApple TVがＡ小学校に１台、Ｂ中学校に３台導入さ
れているがほとんど使われていなかった。これは、授業
中にiPadの画面がテレビに投影されなかったり、投影し
ている映像が固まったりしたことが原因だと考えられる。
また、Apple TVを使わずにHDMIケーブルでテレビに
接続する方が手軽に利用できることも原因であると考え
られる。つまり、ICT機器を導入するに当たっては、そ
の機器の利便性や利用場面を教員に理解してもらい、利
用に当たっては、どのような問題が発生する可能性があ
るのか、それは多発するのか、解決は容易なのかなどと
いった点を検証し共有する必要がある。また、機器の簡
単な使い方や発生し得るトラブルとそれへの対処をまと
めたマニュアルを揃え、校内研修などで周知する必要が
ある。

３．１人１台情報端末環境での支援
Ａ小学校、Ｂ中学校、Ｃ小学校での活動を通して、

ICT支援員に対して授業での支援とともに機器メンテナ
ンスを引き受けて欲しいとの要求が高いことが分かっ
た。タブレット端末の数が少なかったり、ICT支援員が
１校当たり２人以上で活動したりするのであれば、授業
の支援を行う者とメンテナンスをする者で分担できるが、
ICT支援員は基本的に１校当たり１人で、場合によって
は１人で複数校担当するため、活動する時間が限られる。
授業でICT機器をより活用するためには、授業での活用
方法の提案や学習者のサポートなどの支援が重要であり、
それには、定期的に学校を訪問するICT支援員が必須と
なる。その一方で、ICT機器のメンテナンスは、それら
の機器を提供する業者にMDM等の手段で遠隔作業にて
委託する方法が考えられる。

ICT支援員の役割をICT機器を利用した授業の支援、
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教材や資料の作成、準備等の支援に限定することで、教
員養成課程の学生や教職志望の学生をICT支援員として
活用する方法の検討が可能となる。つまり、教職志望の
学生にとっては、現場での授業作りに関わり、子どもに
触れる機会を増やすことに繋がる。一方で、現場の教員
にとっては、時間がかかりがちなICTを活用した授業の
準備をサポートする要員の確保に繋がり、授業の円滑な
実施にも繋がる。ただし、授業中の機器のトラブルへの
対処や、操作方法に関する質問への対処が求められるた
め、ICT支援員として活動する学生には、ICT機器に関
するある程度の知識が必要である。

授業や校務におけるICT活用に関する教員研修は各市
町村の教育委員会が行うべきと考える。導入するタブ
レット端末の種類は市町村毎に決められることが多く、
例えば、防府市はiPad、山口市ではWindowsタブレッ
トを導入している。導入したタブレット端末やその他の
機器を実際の授業で活用していくには、それらに応じた
具体的な使い方や活用方法を知る必要があり、そのため
の研修は機種の選定単位で実施される方が効率的である。

このように、１人１台情報端末環境での支援体制では、
タブレット端末などのメンテナンスは機器を提供する業
者が、授業実践や教材作成、授業準備等に関する支援は
ICT支援員が、ICT活用の研修や教材の活用法・実践例
の紹介は教育委員会がというように役割を分担し、ICT
支援員が授業実践や教材作成、授業準備等の支援に専念
できるようにする必要がある。

おわりに
平成28年11月からのICT支援員の活動を通して、実

際にICT機器がどのように授業で活用されているのか、
ICT活用にはどのような課題あるのかが見えてきた。教
育現場でICTを活用するには、ICT支援員が１回限りで
はなく、定期的にそして継続的に支援に入る必要がある。

本取組みは平成29年度をもって終了しており、平成
30年度は、防府市教育委員会がNTTラーニングシステ
ムズ株式会社に委託する形で市内全小中学校を対象と
したICT支援活動が実施されている。そこでは、チャッ
トワークと同様のツールであるednity（エドニティ：
https://www.ednity.com/）を用いて防府市の各小中学
校のICT推進担当の教員にICT活用の助言や実践例を紹
介したり、授業案の相談を受け付けたりする。ednityは、
小学校や中学校、高等学校、塾などの教育機関で使用さ
れているタブレット端末やスマートフォンから利用可能
なコミュニケーションサービスである。年度中に各学校
に１回ずつ訪問する予定になっており、教材作成等の支
援を行う。ただし、各学校に１回ずつしか訪問できない
ため、継続した授業の支援を行うことができないという

問題がある。平成28年度と平成29年度のICT支援活動か
ら、タブレット端末を使おうとする教員にとっては、１
回限りの支援よりも継続的な支援が必要だと思われる。
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